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技術政策を具体 ィヒ する指針として。 文部科学省から 発表された第 3 次科学技術基本 計 
画 には、 イノベーションを 国際競争力の 源泉と捉え、 それらを加速させる 仕組造りを強く 押し進める方策を 盛り込 
んだ内容が含まれている。 具体的には、 イノベーション 創出の有力な 仕組みの一つとして、 現在抱える技術課 

克服を目指す 目的で、 先端領域の技術を 融合させた新たな 形態による研究組織の 構築に係る支援策の 立ち上げ 

掲げられている。 ここでの先端領域の 技術分野とは 具体的には。 ナノ、 バイオ。 メ ムス、 ロボティクス、 情報通信。 

処理などを指すと 考えられるが。 これらを融合させる 研究組織の構築は、 陰 々 にではあ るが、 有力大学や企業、 そ 

れるの付置研究所において、 部門。 分野を越えた 横断的な研究組織を 設置することによって 実践が始まってきたと 

一 よ，壺え 。 フ 。 

先端領域の技術融合に 係る研究の成果が 実際的な形として 現れるためには、 少なくとも 5 年程度は必要であ ると考 
えられるが、 一方、 先端領域の技術を 融合させる研究が、 イノベーションの 創出に対し、 あ る程度でも成果を 生み 

出しているのか、 否かに対して、 現状において。 何らか把握を 行い。 可能な限りで 先行的に評価を 行う研究の実施 

は 、 始まったばかりの 先端領域の技術融合研究を 更に効果あ るものにするためには 有意義であ ると考える。 

既に。 先端領域の技術研究に 対しては、 研究組織の構築という 外形的な変化だけをもたらし、 実際の イ / ベーショ 

ンに 寄与する科学。 技術が余り産出されていないのではないかという 見解も存在する。 このためにも、 先端領域の 

技術融合研究が、 これまでにおいても、 イノベーション 創出に寄与する 重要な研究成果を 産出してきたという、 実 

際的な評価の 実施が重要であ ると考えられる。 

本研究の目的は " 先端領域の技術 合 研究がいかにイノベーション 創出に寄与しているのかを 明らかにすることに 

あ る。 そのためには、 寄与 度 を推 量る計量的手法を 明確化にしなければならない。 しかし。 本研究の実施では、 
現時点において 何をもって、 先端領域の技術融合の 研究成果とするのかという、 対象成果物の 特定が重要な 課 

あ る。 その理由として 恐らく。 当該研究によって 生まれる成果 (= 発明 ) は、 実施研究組織にとって 大変重要 

り且つ、 知財化を行 う までの期間は、 機密性の高い 事項として公にはならないものと 想定されるためであ る。 従っ 

て、 広く研究成果を 収集することは 実際には不可能に 近い作業であ り、 何らかそれらに 代わる研究成果として 用い 

ることが可能な " もの " の特定が必要であ る。 このような場合、 本来であ れば特許化されたデータをその 対象とす 

ることが、 考えられうる 申で、 最も常識的で 有力な選択肢の 筆頭ではないかと 思われる。 実際、 これまでの先行研 

究において、 特許 ヂ 一夕をイノベーション 創出に寄与する 成果として用いたものが 散見できる。 しなしながら 一方、 

先端領域の融合研究の 本格開始後、 その時間の経過 は 浅く、 時系列的に大幅に 遡る特許化されたデータを 分析する 

ことは、 本研究の趣旨からは 適切でほないと 判断する。 そのため。 既に特許化されたデータに 性格が近く 、 更に 、 

朝間的に余り 経過していないものを、 研究成果の母 団 として、 分析の対象にする 必要があ る。 

そこで、 本 研究においては、 その発生におい ケ月 ～ 2 年 6 ケ 月余り過去のものとなるが、 入手可能なもの 

としては、 時期的に最も 新しいと考えられる 五月から 戎月の 1 ；年に公開された「公開。 登録広報」 ヂ一 

タを 、 研究対象の母集団として 用いることと れるのデータの 中から、 異なる技術領域が 融合して産出され 
たと考えられる 技術を選別し 対象として分析 とする " その選別においては、 発明データ個々に 振られる 

筆頭貫 PCl と、 その サ ブ的な意味で 振られている 他の C は ついて、 相互の関連を 計量的に分析し、 先端領域の異 

なる技術分野の 融合結果の成果を 何らかの形で 示すこととする。 

1 発明データに 対し、 技術種別を特定するために 与えられる世界共通の 技術分類コード。 その中でも最も 明確に当該技術の 技術 
分類を表すコードを 筆頭 lPC と言う。 出願データでは、 特許庁の下部組織であ る、 ( 財 @ 工業所有権 協力センタ一の 当該技術分 
野に経験を有する 専門家が IPC を特定し、 その後、 特許庁の審査官がその 適切性に対し、 チェックを行う 形態がとられている。 

一 336 一 



では、 データソースとして 特許庁より発行されている 公開。 登録広報 D も り - を利用す 
0 枚 程度発行され、 当該期間に公開された 特許 ヂ一タが 納められている。 本 は 、 これ 

許に 該当するデータを 取り出した上、 独自のデータベースを 構築して分析を 実施する。 
中のデータは 専用スクリプトによって 抽出され、 適切な変換を 経た後、 順次 ヂ一タベ 

自動格納されるよ う システム化した。 
本ヂ一 タベースには、 れ ) 「出願番号」、 「公開巻 肋 といった書誌のプライマリ 一な情報、 ほ ) 「出願人」、 「代理人」、 
「発明者」といった 人的主体に関する 情報。 ( 朗 「要約」中のテキスト 情報、 ( 棚 「Ⅳ C 」、 「 皿 」、 「 軒 ターム」とい 

った 分類用の情報等が 格納されている。 先般、 知的財産研究所より 公開されたパテント ヂ一 タベース と本 データベ 
一スとの主な 相違点は (4) にあ り。 筆頭重 PC 以外の補助的なⅨ C や 、 田 情報、 ターム情報まで 含めて広範囲に 
格納している。 

本研究の目的は、 先端技術融合に 関する定量評価の 礎としての計量分析であ り、 それを実現するための 
て 公開特許データを 採用している。 言い換えると、 今回の目的は 、 個々の技術要素のエイリアスであ る 

C 間の関係性の 計量分析であ り、 個々の特許の 評価ではない。 
午の評価を行 う 場合、 特許間の関連性の 分析がひとっの 有効な切り口となるが。 その目的では 特許間の引 

用 情報などがこれまでに 利用されてき これに対し、 今回 け C 聞の関連性をあ らわす指標とし 
の 同一書誌への 出現頻度 ( もしくは 出 率 ) を計測する。 例えば、 まったく関連性のない 2 つの 

率は極めて低 い であ 同一の書誌に 煩雑にあ らわれる 
小生をもっている 事が期待される。 本研究で 年に公開された 特許データから、 「燃料電池」等の 先端技術分 
野 に関する母集団を 選び出し、 当該技術 要 性を 。 同一書誌への 出現頻度をキ 一に分析を行 う " 

5 。 分 

燃料電池分野 (H 

建 i9.2  Co 靭 ㎏典も は IPCco 田 pos 鮪 

8 のサブバループ 数は 
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8) 

8%2 一 2 巷には含まれないが、 軽 0% 



に 該当する技術に 付与される。 
聞 された特許公開の 書誌数は 354,900 件であ った。 まず、 筆頭注 C が燃料電池 ( 買 

上表をまとめると 以下のことがいえる " 

という 5 つの ザ 
ブ グループが 全 

の 一 つ 以上の サ ブ 

とする書誌中にあ ら 

であ り、 なおかつ、 

を PC における内訳は、 その総数の上位から 順に 、 

全体に占める 比率 
一プ 内に多くの サ ブ 

れるサブ WPC が H 

が妓 であ り サブ工 PC も となるサブ IPC 数は 2088 であ った。 
0  @ ま、 IPC となる場合は るが。 サブ IPC となるのが 75 て件と 、 筆頭 TPC にはなりにくいが 

サ ブ TPC にはなりやすい 分類区分があ る。 
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計測のひとっの 手法を提唱した。 内容にもとづき、 分析 う ためのデータベース。 システムを 
した。 燃料電池分野において、 C レベルで分析を 行い、 筆頭 、 サ ブ は C の分布状況を 把握した。 
2 つ以上もつ書誌は、 全体の f65% だった。 

。 また、 サ ブ I PC の㈱冤は、 筆頭と同一技術分野 ( 燃料電池 ) であ った。 

かならずしも 技術要素を示さない IPC の存在が把握できた。 これを解決するには 
⑧ 皿 レベルでの解析 

02 つが 考えられる。 

発表においては、 燃料電池技術について 分析した結果を 報告した。 特許公開 デ一 
タに 表記 t れる 2 つの 連性き 、 同 -- 書誌 内へ 現れる出現頻度をキ 一 と 析を実施し、 その特許の技術 
特性を明示した。 木研 ま 。 データベース 構築等のシステム。 インフラ 終わり、 ようやく本格的な 分 

あ る。 そのため。 今後は更に 、 深く掘り下げた 分析を進めていきたいと 考えてい 

姉分野の拡大、 ㈹特許公開データの 時系列的な追加と 拡大、 ③登録特許 デ一 
種別の拡大と 分析を予定している。 特に、 (2) @ こおいては、 技術要素間の 結 ひ 

能 となり、 興味深い結果が 得られるものと 期待している。 このように。 多量な 

データを解析し。 その分析結果に 対しさらに計量数学的な 手法を用いて、 先端技術分野の 研究開発結果の 産出に係 
る 傾向を分析し、 その評価手法の 提案に繋げたいと 考えている。 
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